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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第145期第２四半期

連結累計期間
第146期第２四半期

連結累計期間
第145期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 251,215 257,262 502,625

経常利益 (百万円) 13,302 10,836 24,236

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,253 7,317 12,956

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,507 17,440 22,647

純資産額 (百万円) 176,486 204,333 188,132

総資産額 (百万円) 560,014 597,161 572,591

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 20.39 29.54 50.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.3 33.0 31.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 20,454 22,109 48,979

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △25,841 △25,490 △45,029

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,388 3,333 △2,426

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 16,783 23,327 21,872

　

回次
第145期第２四半期

連結会計期間
第146期第２四半期

連結会計期間

会計期間
自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 10.09 14.57

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

 ない。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内

容に重要な変更はない。また、主要な関係会社の異動もない。

　

　

EDINET提出書類

レンゴー株式会社(E00659)

四半期報告書

 2/24



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、事業等のリスクについて新たに発生した事項または重要な変更は

ない。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はない。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済においては、新政権の政策効果による公共投資の増加、雇用

情勢の改善、堅調な個人消費に支えられ、緩やかに回復してきた。

　このような経済環境の中で、板紙業界および段ボール業界においては、今夏の猛暑による飲料需要の

伸長など食品向けが堅調に推移したことから、生産量は前年を上回った。

　紙器業界においては、軟包装など他素材への需要のシフトが続いているが、生産量は前年並みを確保

した。

　軟包装業界においては、コンビニエンスストアの販売好調により、また、重包装業界においては、原

子力発電所事故関連の除染用コンテナバッグ需要や石油化学関連の需要回復により、生産量は前年を上

回った。

　以上のような状況の下で、当社グループは、「ゼネラル・パッケージング・インダストリー」＝ＧＰ

Ｉレンゴーとして製紙、段ボール、紙器、軟包装、重包装、海外の６つのコア事業を中心に、生産性と

品質の一層の向上、コスト削減はもちろんのこと、さらなる競争力や事業基盤の強化に向けた、積極的

なＭ＆Ａや設備投資、グループ会社の再編などに取り組んできた。

 平成25年５月に米国ハワイ州のグループ会社、レンゴー・パッケージング社において、同州唯一とな

る段ボール工場の建設に着手するとともに、７月には、国内グループ会社の大和紙器株式会社におい

て、岡山工場(岡山県岡山市)と姫路工場(兵庫県揖保郡太子町)の統合を目的とする瀬戸内工場(岡山県

瀬戸内市)の建設、また、同じく丸三製紙株式会社(福島県南相馬市)においては、かねてより準備を進

めていた段ボール原紙製造設備更新の本体工事にそれぞれ着手した。

　さらに、重包装事業の拡充を図るため、傘下に森下株式会社(岡山県瀬戸内市)および森下化学工業株

式会社(同)を持ち、主にコンテナバッグ、産業用樹脂シート、樹脂製ネットの３つの事業を展開する、

重包装業界の有力企業グループであるマルソルホールディングス株式会社(同)を子会社化した。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は257,262百万円(前年同期比2.4％増)、営業利益は

9,787百万円(同27.7％減)、経常利益は10,836百万円(同18.5％減)、四半期純利益は7,317百万円(同

39.3％増)となった。　

EDINET提出書類

レンゴー株式会社(E00659)

四半期報告書

 3/24



　

当第２四半期連結累計期間におけるセグメントの概況は、次のとおりである。

　
①　板紙・紙加工関連事業

板紙・紙加工関連事業については、今夏の猛暑効果による需要増、連結子会社の増加等はあった

が、板紙ならびに段ボール製品価格の軟化や原燃料価格上昇等の影響により、売上高は前年を上

回ったものの、減益となった。

　この結果、当セグメントの売上高は185,102百万円(同0.8％増)、営業利益は8,495百万円(同

30.0％減)となった。

　
②　軟包装関連事業

軟包装関連事業については、コンビニエンスストア向けの需要が堅調に推移したこと等により増

収となったが、原燃料価格の上昇、設備投資に伴う減価償却費の増加等もあり減益となった。

　この結果、当セグメントの売上高は30,022百万円(同7.1％増)、営業利益は1,057百万円(同

15.6％減)となった。

　
③　重包装関連事業

重包装関連事業については、コンテナバッグ等の需要増が寄与し増収増益となった。

　この結果、当セグメントの売上高は13,713百万円(同13.0％増)、営業利益は528百万円(同9.8％

増)となった。

　
④　海外関連事業

海外関連事業については、連結子会社の増加もあり増収となったが、中国における板紙事業の低

迷等により減益となった。

　この結果、当セグメントの売上高は12,175百万円(同16.4％増)、営業損失は689百万円(前年同期

は営業損失524百万円)となった。

なお、海外関連事業には、海外における板紙・紙加工関連事業、軟包装関連事業、重包装関連事

業が含まれている。

　
⑤　その他の事業

その他の事業については、化成品事業からの撤退により減収となったが、運送事業の需要増もあ

り増益となった。

　この結果、当セグメントの売上高は16,249百万円(同4.5％減)、営業利益は327百万円(同125.5％

増)となった。

　
(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、有形固定資産の取得や株価の上昇等による投資有価証券の

増加により、597,161百万円となり、前連結会計年度末に比べ24,570百万円増加した。

　負債は、主に長短借入金の増加により、392,828百万円となり、前連結会計年度末に比べ8,370百万円

増加した。

　純資産は、四半期純利益の計上による利益剰余金の増加に加え、株価の上昇や為替レートの変動に伴

うその他の包括利益累計額の増加により、204,333百万円となり、前連結会計年度末に比べ16,201百万

円増加した。

　この結果、自己資本比率は33.0％となり、前連結会計年度末に比べ1.4ポイント上昇している。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の期末残高は23,327百万円となり、前連結会

計年度末の残高と比べ1,455百万円(6.7％)増加した。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであ

る。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ収入が1,655百万円(8.1％)増加し、22,109百

万円となった。主な内訳は、減価償却費13,564百万円、税金等調整前四半期純利益11,212百万円であ

る。　

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ支出が351百万円(1.4％)減少し、

△25,490百万円となった。主な内訳は、有形固定資産の取得による支出16,475百万円、投資有価証券の

取得による支出9,036百万円である。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ収入が1,055百万円(24.0％)減少し、3,333百

万円となった。主な内訳は、長短借入金の純増11,177百万円、社債の償還による支出5,000百万円であ

る。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容等は次のとおりである。

　
１. 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社取締役会は、大規模買付行為を受け入れるか否かの判断は、最終的には当社株主の判断に委ねら

れるべきものであると考えている。しかしながら、大規模買付行為の中には、その目的等から企業価値

ひいては株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそ

れがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大規模買付行為の内容等を検討し、代替案を提案するため

の十分な時間や情報を提供しないもの、大規模買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すため

に大規模買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないもの

も少なくない。また、当社の経営の特質を考慮すると、大規模買付行為が当社ならびに当社のステーク

ホルダーに与える影響や大規模買付者の経営方針や事業計画等によっては、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益が損なわれる可能性も否定できない。

　したがって、当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大規模買付行為を行う

者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えている。

　

２. 基本方針に関する取組みの具体的な内容の概要

①当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、以下のような取組みを通じて、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させること

が、多様な投資家からの当社への投資につながり、結果的に、基本方針の実現に資するものと考え、実

施している。
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・製紙事業については、構造改革により確立したプラットフォームを堅持すべく、引き続き需要に見

合った供給体制の維持に努める。加えて、生産性の向上、省エネルギー、省資源の取組みによるコス

ト削減を実現するための設備投資を実施している。

・段ボール事業については、業界の再編が進む中、グループ全体での営業力の強化、生産体制の再構築

を進めている。加えて、段ボール事業は地域密着型であるべきとの考えに立ち、当社段ボール部門の

北海道、東北、関東、中部、近畿、中国・四国・九州の各地域事業部を中心にグループ会社との連携

を強化し、地域ごとのニーズに的確に対応している。

・紙器事業については、効率的な工場運営を行うとともに、さらなるサービス体制の強化、充実を図

り、段ボール部門等と一体となって新時代のパッケージづくりを追求している。

・軟包装事業については、消費者に身近な食品包装等を通じ、お客様のニーズへの的確な対応と一層の

品質の向上に取り組むとともに、生産面、営業面の効率化を推し進め、さらなる競争力の強化を図っ

ている。

・重包装事業については、他の事業分野との連携をさらに進め、お客様のニーズに的確に応えるととも

に、より一層の生産性の向上、コスト競争力の強化を図っている。

・海外事業については、長年にわたって培ってきたトップレベルの包装技術を活かし、お客様の包装

ニーズに応えるとともに、進出地域の包装文化と経済発展にも貢献している。

・レンゴーグループは、「ゼネラル・パッケージング・インダストリー」＝ＧＰＩレンゴーとして、製

紙、段ボール、紙器、軟包装、重包装、海外の全ての事業分野において、より広範な領域でパッケー

ジングに関する総合力を高め、提案型営業の推進による受注の拡大、コスト競争力の向上、財務体質

の強化に取り組む。

・あわせて、電力供給不足の問題に対しては、稼働体制の見直しをはじめ節電対策を徹底するととも

に、自家発電による外部への電力供給等、積極的に取り組むことはもちろん、従来より注力してきた

省エネルギー、省資源の取組みのさらなる強化を図っている。

　

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大規模買付行為を抑止するとともに、大

規模買付行為が行われる際に、当社取締役会が株主に代替案を提案したり、あるいは株主がかかる大規

模買付行為に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主のために交渉

を行うこと等を可能にすることを目的として、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針(以下、

「本対応方針」という。)に基づき大規模買付行為に関するルール(以下、「大規模買付ルール」とい

う。)を定めている。

　大規模買付ルールとは、グループとしての議決権割合が20％以上となるような大規模買付行為を行お

うとする者が事前に当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、それに基づき当社取締役会が

大規模買付行為について評価・検討を行うための期間を設け、かかる期間が経過した後に限り大規模買

付行為が開始される、というものである。

　大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、株主の判断および当社取締役会

の評価・検討のために必要かつ十分な情報を提供してもらう。当社取締役会は、適宜外部専門家等の助

言を得ながら、かかる情報を評価・検討し、当社取締役会としての意見を取りまとめ、開示する(株主

へ代替案を提示することもある。)。
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大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合であり、かつ、対抗措置をとることが相当である

と認められる場合には、当社取締役会は、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法令および当社

定款が当社取締役会の権限として認める措置(以下、「対抗措置」という。)をとり、大規模買付行為に

対抗する場合がある。

一方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、原則として、当該大

規模買付行為に対する対抗措置はとらない。ただし、当該大規模買付行為が、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれがある場合であり、かつ、対抗措置をとることが

相当であると認められる場合等で大規模買付ルール所定の要件を充足する場合には、当社取締役会は、

差別的条件付新株予約権の無償割当てを含む対抗措置をとることがある。

当社は、本対応方針において、大規模買付行為が発動事由に該当するか否か、および大規模買付行為

に対し一定の対抗措置をとるか否かについての当社取締役会の判断の合理性および公正性を担保するた

め、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置している。当社取締役会は、対抗措置の

発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会からの勧告を受

けたうえ、当該勧告を最大限尊重して、対抗措置を発動するか否かを最終的に判断する。また、当社取

締役会は、本対応方針所定の場合には、株主総会を招集し、対抗措置の発動その他当該大規模買付行為

に関する株主の意思を確認することができるものとする。

当社は、３年ごとに、本対応方針の更新等について、定時株主総会の議案として上程する。

　

　３．取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　①２．①の取組みについて

２．①の取組みは、いずれも、究極的には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるた

めの取組みであるため、これらの施策により、多様な投資家が当社へ投資することが期待できるという

意味で、多様な株主の様々な意見の反映という当社の基本方針に沿うものである。また、これらの施策

は、当社の会社役員の地位の維持とは関係がない。

　

　②２．②の取組みについて

本対応方針は、以下のような点から、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するものではなく、当社

の会社役員の地位の維持を目的とするものではないものといえる。

・本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(企業価値・株主共同の利益の確

保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則)を充足している。

・本対応方針は、株主が大規模買付行為の是非を判断するために十分な期間・情報を確保し、もって当

社企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する買付けが行われることを防止すること等を内容とする

ものであるため、基本方針に沿うものである。

・本対応方針においては、当社経営陣から独立した社外者により構成された独立委員会が設置されてお

り、大規模買付者に対する対抗措置の発動を取締役会が判断するにあたっては、独立委員会の勧告を

最大限尊重することとしているので、当社取締役会による恣意的な判断を排除するための仕組みが備

わっているものである。
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・当社は取締役の任期を１年としているところ、当社定時株主総会における当社取締役の選任議案にお

いて各取締役候補者の本対応方針に関する賛否を記載することとしている。これにより、本対応方針

の更新または廃止について、定時株主総会における、株主の取締役選任議案に関する議決権行使を通

じて、株主の意思が反映されることとなる。さらに、当社は、３年ごとに、本対応方針の更新または

廃止について、定時株主総会の議案として上程することにより、直接、株主に対し、本対応方針の継

続の是非を諮ることとしている。さらに、本対応方針においては、一定の場合には、株主総会を招集

し、対抗措置の発動等に関する株主の意思を確認することができるものとしている。以上のような点

から、本対応方針は、株主の意思を重視するものであるといえる。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は699百万円である。なお、

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

　
(6) 生産、受注及び販売の実績

①　生産実績

当第２四半期連結累計期間において、中国における板紙事業の低迷等により、海外関連事業の板

紙の生産実績が著しく減少している。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における海外関連事業の板紙の生産実績は70千ｔ(前年同

期比18.6％減)となった。

　
②　販売実績

当第２四半期連結累計期間において、重包装関連事業の販売実績が著しく増加している。

　これは、コンテナバッグ等の需要増が寄与したためである。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における重包装関連事業の販売実績は13,713百万円(同

13.0％増)となった。

　

当第２四半期連結累計期間において、海外関連事業の販売実績が著しく増加している。

　これは、段ボール箱の販売事業を行う米国ハワイ州の子会社を前連結会計年度末より連結の範囲

に含めたこと等による。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における海外関連事業の販売実績は12,175百万円(同

16.4％増)となった。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 271,056,029 271,056,029
東京証券取引所
(市場第一部)

一単元(1,000株)

計 271,056,029 271,056,029 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

     該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

     該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

     該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年９月30日 ― 271,056 ― 31,066 ― 33,997
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(6) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１-８-11 33,734 12.45

日本製紙㈱ 東京都北区王子１-４-１ 13,197 4.87

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２-11-３ 11,528 4.25

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１-１-２ 9,562 3.53

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町２-７-９ 9,436 3.48

住友生命保険(相) 東京都中央区築地７-18-24 7,170 2.65

三井住友海上火災保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台３-９ 6,305 2.33

住友商事㈱ 東京都中央区晴海１-８-11 6,264 2.31

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１-13-２ 5,965 2.20

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１-８-12 3,914 1.44

計 ― 107,078 39.50

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりである。

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 33,734千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 11,528千株

資産管理サービス信託銀行㈱ 3,914千株

２　この他、当社所有の自己株式23,342千株(8.61％)がある。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

23,342,000
― 一単元(1,000株)

(相互保有株式)
普通株式 56,000

― 一単元(1,000株)

完全議決権株式(その他)
普通株式

244,968,000
244,968 一単元(1,000株)

単元未満株式
普通株式

2,690,029
― 一単元(1,000株)未満株式

発行済株式総数 271,056,029 ― ―

総株主の議決権 ― 244,968 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」の欄の中には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞ

れ1,000株(議決権１個)および808株含まれている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、下記の株式が含まれている。

　　相互保有株式

大津製函㈱ 612株

大陽紙業㈱ 868株

　　自己株式

レンゴー㈱ 973株

　

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
レンゴー㈱

大阪市福島区大開
４-１-186

23,342,000 ― 23,342,000 8.61

(相互保有株式)
大津製函㈱

滋賀県大津市玉野浦
５-29

12,000 ― 12,000 0.00

㈱堺商店 和歌山県有田市星尾216 12,000 ― 12,000 0.00

大陽紙業㈱
大阪府守口市佐太中町
６-18-１

12,000 ― 12,000 0.00

日段㈱ 鳥取県鳥取市古海531 20,000 ― 20,000 0.01

計 ― 23,398,000 ― 23,398,000 8.63

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(自　平成25年７

月１日　至　平成25年９月30日)および第２四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年９

月30日)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてい

る。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,817 24,158

受取手形及び売掛金
※２ 140,580 136,408

商品及び製品 15,371 16,187

仕掛品 1,593 1,815

原材料及び貯蔵品 12,279 13,041

繰延税金資産 3,677 3,908

その他 7,333 5,723

貸倒引当金 △1,002 △1,007

流動資産合計 202,651 200,236

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 186,977 190,982

減価償却累計額 △119,109 △122,090

建物及び構築物（純額） 67,867 68,891

機械装置及び運搬具 403,164 412,213

減価償却累計額 △325,292 △331,356

機械装置及び運搬具（純額） 77,871 80,856

土地 105,617 106,675

建設仮勘定 12,888 16,242

その他 24,914 25,465

減価償却累計額 △17,288 △17,580

その他（純額） 7,626 7,884

有形固定資産合計 271,871 280,550

無形固定資産

のれん
※３ 2,951 ※３ 4,390

その他 6,407 6,365

無形固定資産合計 9,359 10,756

投資その他の資産

投資有価証券 78,595 94,500

長期貸付金 739 732

繰延税金資産 848 669

その他 10,126 11,305

貸倒引当金 △1,600 △1,590

投資その他の資産合計 88,709 105,618

固定資産合計 369,940 396,925

資産合計 572,591 597,161
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※２ 78,860 78,030

短期借入金 100,058 104,720

1年内償還予定の社債 5,000 －

未払費用 21,474 21,627

未払法人税等 4,050 5,382

役員賞与引当金 164 －

その他 23,431 22,729

流動負債合計 233,040 232,491

固定負債

社債 25,000 25,000

長期借入金 100,583 108,396

繰延税金負債 8,174 10,057

退職給付引当金 7,965 8,243

役員退職慰労引当金 976 837

その他 8,718 7,801

固定負債合計 151,418 160,337

負債合計 384,458 392,828

純資産の部

株主資本

資本金 31,066 31,066

資本剰余金 33,997 33,997

利益剰余金 121,673 128,729

自己株式 △11,860 △11,873

株主資本合計 174,877 181,920

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,540 10,880

繰延ヘッジ損益 1 0

為替換算調整勘定 △685 4,473

その他の包括利益累計額合計 5,856 15,354

少数株主持分 7,398 7,058

純資産合計 188,132 204,333

負債純資産合計 572,591 597,161
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 251,215 257,262

売上原価 205,972 214,125

売上総利益 45,243 43,137

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 6,149 6,793

給料及び手当 9,306 9,817

のれん償却額 498 575

その他 15,747 16,162

販売費及び一般管理費合計 31,701 33,350

営業利益 13,541 9,787

営業外収益

受取利息 198 186

受取配当金 635 710

為替差益 17 854

負ののれん償却額 253 234

持分法による投資利益 229 522

その他 1,197 1,100

営業外収益合計 2,530 3,610

営業外費用

支払利息 1,248 1,072

その他 1,520 1,488

営業外費用合計 2,768 2,560

経常利益 13,302 10,836

特別利益

受取補償金 － 748

その他 521 293

特別利益合計 521 1,041

特別損失

固定資産除売却損 119 327

その他 5,061 338

特別損失合計 5,180 665

税金等調整前四半期純利益 8,642 11,212

法人税、住民税及び事業税 5,833 4,523

法人税等調整額 △2,383 △800

法人税等合計 3,449 3,722

少数株主損益調整前四半期純利益 5,193 7,489

少数株主利益又は少数株主損失（△） △60 172

四半期純利益 5,253 7,317
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,193 7,489

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △652 4,361

繰延ヘッジ損益 0 0

為替換算調整勘定 484 3,335

持分法適用会社に対する持分相当額 482 2,254

その他の包括利益合計 314 9,950

四半期包括利益 5,507 17,440

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,478 16,820

少数株主に係る四半期包括利益 29 620
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 8,642 11,212

減価償却費 13,301 13,564

減損損失 43 96

のれん償却額 245 341

退職給付引当金の増減額（△は減少） 544 162

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △119 △140

受取利息及び受取配当金 △833 △744

支払利息 1,248 1,072

持分法による投資損益（△は益） △229 △522

投資有価証券売却損益（△は益） △2 △62

投資有価証券評価損益（△は益） 4,635 7

有形固定資産売却損益（△は益） △399 △16

有形固定資産除却損 241 532

売上債権の増減額（△は増加） △5,514 5,536

たな卸資産の増減額（△は増加） △593 △1,185

仕入債務の増減額（△は減少） 712 △1,716

その他 2,368 △3,090

小計 24,294 25,048

利息及び配当金の受取額 988 800

利息の支払額 △1,247 △1,123

法人税等の支払額 △3,580 △2,616

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,454 22,109

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 185 170

有形固定資産の取得による支出 △21,208 △16,475

有形固定資産の売却による収入 647 360

無形固定資産の取得による支出 △747 △704

投資有価証券の取得による支出 △3,882 △9,036

投資有価証券の売却及び償還による収入 16 128

短期貸付金の純増減額（△は増加） △867 13

長期貸付けによる支出 △59 △129

長期貸付金の回収による収入 42 123

その他 31 58

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,841 △25,490
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,389 6,599

長期借入れによる収入 17,584 15,335

長期借入金の返済による支出 △7,254 △10,757

社債の償還による支出 △50 △5,000

自己株式の取得による支出 △5 △13

自己株式の売却による収入 2 0

配当金の支払額 △1,545 △1,486

その他 △952 △1,343

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,388 3,333

現金及び現金同等物に係る換算差額 37 1,304

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △961 1,255

現金及び現金同等物の期首残高 17,676 21,872

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 69 199

現金及び現金同等物の四半期末残高
※１ 16,783 ※１ 23,327
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

(連結の範囲の重要な変更)

　吉川紙業㈱については、重要性が増したため第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めている。

(持分法適用の範囲の重要な変更)

　㈱石川製作所については、重要性が増したため第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲に含めている。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　偶発債務の内訳は次のとおりである。

(1) 受取手形割引高および受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

受取手形割引高 117百万円 106百万円

受取手形裏書譲渡高 116百万円 32百万円

　

(2) 下記の会社の銀行借入金等につき債務保証を行っている。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

ビナクラフトペーパー
Co.,Ltd.

124百万円 103百万円

日本海運輸観光㈱ 60百万円 48百万円

マタイ東北㈱ 51百万円 43百万円

津山段ボール㈱ 3百万円 3百万円

合計 238百万円 198百万円

　

(3) (前連結会計年度)

月光社印刷㈲のリース契約１百万円につき、連帯保証を行っている。

　

(当第２四半期連結会計期間)

月光社印刷㈲のリース契約０百万円につき、連帯保証を行っている。

　

(4) (前連結会計年度)

従業員の住宅建設資金の借入金７百万円につき、三井住友信託銀行株式会社に債務保証を行っ

ている。

　

(当第２四半期連結会計期間)

従業員の住宅建設資金の借入金６百万円につき、三井住友信託銀行株式会社に債務保証を行っ

ている。
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※２　四半期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理している。なお、前連結会計年度末

日が金融機関の休日であるため、次のとおり四半期末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれ

ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

受取手形 2,120百万円 ―

支払手形 981百万円 ―

　
※３　のれんおよび負ののれんの表示

のれんおよび負ののれんは、相殺表示している。相殺前の金額は次のとおりである。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

のれん 3,999百万円 5,203百万円

負ののれん 1,047百万円 812百万円

差引 2,951百万円 4,390百万円

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりである。

　
   前第２四半期連結累計期間
    (自　平成24年４月１日
     至　平成24年９月30日)

   当第２四半期連結累計期間
    (自　平成25年４月１日　
     至　平成25年９月30日)

現金及び預金勘定 17,328百万円 24,158百万円
預入期間が３か月を超える
定期預金

△544百万円 △831百万円

現金及び現金同等物 16,783百万円 23,327百万円

　
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,545 6.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日

　
２　基準日が当連結会計年度の開始の日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

　　配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年11月１日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,545 6.00 平成24年９月30日 平成24年12月５日

　
当第２四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,486 6.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日

　
２　基準日が当連結会計年度の開始の日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

　　配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年11月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,486 6.00 平成25年９月30日 平成25年12月６日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　

報告セグメント

その他
※１

(百万円)

調整額
※２

(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
※３

(百万円）

板紙・
紙加工

関連事業
(百万円)

軟包装
関連事業
(百万円)

重包装
関連事業
(百万円)

海外
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客
　への売上高

183,567 28,024 12,137 10,464 234,193 17,021 ― 251,215

  セグメント間
　の内部売上高
  又は振替高

2,168 36 555 666 3,426 10,398 △13,825 ―

計 185,735 28,060 12,693 11,131 237,619 27,420 △13,825 251,215

セグメント利益
又は損失(△)

12,130 1,253 481 △524 13,341 145 54 13,541

※１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内における不織布、紙器機械、新

聞用紙、化成品の製造・販売、運送事業、保険代理業、リース業および不動産業を含んでいる。

※２　セグメント利益又は損失(△)の調整額54百万円は、セグメント間取引消去である。

※３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　
　当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)

　

報告セグメント

その他
※１

(百万円)

調整額
※２

(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
※３

(百万円）

板紙・
紙加工

関連事業
(百万円)

軟包装
関連事業
(百万円)

重包装
関連事業
(百万円)

海外
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客
　への売上高

185,102 30,022 13,713 12,175 241,012 16,249 ― 257,262

  セグメント間
　の内部売上高
  又は振替高

1,337 46 588 1,213 3,185 11,038 △14,224 ―

計 186,439 30,069 14,302 13,388 244,198 27,288 △14,224 257,262

セグメント利益
又は損失(△)

8,495 1,057 528 △689 9,392 327 67 9,787

※１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内における不織布、紙器機械、新

聞用紙の製造・販売、運送事業、保険代理業、リース業および不動産業を含んでいる。

※２　セグメント利益又は損失(△)の調整額67百万円は、セグメント間取引消去である。

※３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、次のとおりである。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日)

１株当たり四半期純利益 20円39銭 29円54銭

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益 5,253百万円 7,317百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益 5,253百万円 7,317百万円

普通株式の期中平均株式数 257,639千株 247,725千株

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

２ 【その他】

　(1) 平成25年11月６日開催の取締役会において、剰余金の配当に関し、次のとおり決議した。

① 配当金の総額                                    1,486百万円

② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　６円00銭

③ 効力発生日　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年12月６日

 　(注)　平成25年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。

　

　(2) 公正取引委員会による立ち入り検査について

当社ならびに一部のグループ会社において、平成24年６月に、段ボールシートおよび段ボールケース

の取引に関し、独占禁止法違反の疑いがあるとして公正取引委員会の立入検査を受け、現在、同委員会

の調査が継続している。当社グループとしては、かかる事実を真摯に受け止め、調査に全面的に協力す

るとともに、グループをあげてコンプライアンスの体制の一層の整備、強化のための諸施策に鋭意取り

組んでいる。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　米　　林　　　　　彰　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　　井　　一　　男　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　今　　井　　康　　好　　㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年11月13日

レンゴー株式会社

取締役会  御中

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているレ

ンゴー株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
（平成25年７月１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成
25年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、レンゴー株式会社及び連結子会社の平成25
年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管している。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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